
 

平 成 ３ １ 年 １ 月 ２ ４ 日 

北 海 道 局 参 事 官 

 

地域の生き残りから飛躍に向けて！ 

～北海道の「生産空間」の維持・発展のためのシンポジウムを開催！～ 

 

 

 

 

＜開催概要＞ 

名  称：「守れ！北海道の『生産空間』～地域が存続していくために今何が必要か～」 

開催日時：平成３１年２月２８日（木）１３：００～１６：３０（開場１２：３０） 

場  所：札幌市教育文化会館小ホール（北海道札幌市北1条西１３丁目） 

開催内容：別添１のとおり 

主  催：北海道開発局 

参加申込：別添１の参加申込書により、２月２６日（火）までにお申し込み下さい。 

なお、取材を希望される報道関係者の方は、別添２の申込書により、 

２月２７日（水）までにお申し込み下さい。 

 

国土交通省では、第８期北海道総合開発計画に基づき、北海道の強みである「食」と「観

光」を戦略的産業として位置付けています。これらを担う「生産空間」は、道内のみなら

ず、国内の食料供給や観光等に貢献し、人口減少下においても住み続けられる環境づくり

が重要です。 

そのため、これまで３つのモデル地域（名寄周辺、十勝南、釧

路）を設定し、地域関係者とともに行政の枠を超えて、この「生

産空間」に人々が長く住み続けられる環境づくりを目指して、必

要な施策を議論し、取り組んでいるところです。 

この度、モデル地域での取組を全道的に順次展開していくため

に、経済団体、各地域の活性化に取り組まれている方々と一緒に

生産空間の維持・発展について考えるシンポジウムを開催します。 

 

※ 「生産空間」とは、北海道型の地域構造において、農林水産や観光等を担う地域のことです 

※ 生産空間におけるモデル地域での取組状況は、下記 URL又は QRコードからご覧頂けます 

http://www.hkd.mlit.go.jp/ky/ki/keikaku/splaat0000013gzk.html 

 

同時発表：北海道開発局 

【問合せ先】 国土交通省 北海道局参事官付  開発専門官 岡田 （内線 52-134） 

主査 高木 （内線 52-134） 

 代表：03-5253-8111 直通：03-5253-8771  FAX：03-5253-1672  

北海道局及び北海道開発局では、「生産空間※」に人々が長く住み続けられる環境づ

くりを行うための取組を地域とともに実施しており、その取組の全道展開に向けたシ

ンポジウムを下記のとおり開催します。 

http://www.hkd.mlit.go.jp/ky/ki/keikaku/splaat0000013gzk.html


  

＜主催＞国土交通省北海道開発局 

地域と共に歩み存続する経営 

丸谷 智保氏  

特別講演 

平成31年２月28日(木)  

13：00～16：30 
（開場12：30） 

札幌市教育文化会館  
小ホール 
（札幌市中央区北1条西13丁目） 

守れ！北海道の『生産空間』 
～地域が存続していくために今何が必要か～ 

日時 場所 

 人口減少・高齢化の急速な進展等により、北海道では、今後、食や観光などの北海道の強みを提供する

「生産空間」の維持が困難になるおそれがあります。 

 そのため、地域の生き残りを賭けて、道内の各地域で人々が生産空間に住み続けられる環境づくりを進め

ることが急務となっています。 

 本シンポジウムは、北海道総合開発計画の一環として、モデル的に検討を進めてきた取組を参考にしつつ、

全道の各地域において、生産空間の維持・発展に向けた取組を地域を挙げて行うことの必要性について認識

を深めていただき、そこに住み続けられる環境づくりを進めるための契機として開催するものです。 

生産空間検討の意義と課題 

石田 東生氏  

基調講演 

モデル地域における取組の状況 

国土交通省北海道開発局 

取組報告 

パネルディスカッション 

人口減少が進む中、地域が生き残り、食・観光などの強みを 
維持し続けるため、今どのような取組が必要か？ 

コーディネーター 

パ ネ リ ス ト  秋元 和夫氏 帯広信用金庫 常務執行役員 地域経済振興部長 

池本 美紀氏 しりべし女子会 会長 

入場無料 
2月26日(火)申込締切 

定員180名 

★札幌市営地下鉄東西線「西11丁目」駅1番出口から 
 徒歩5分 
★市電「西15丁目」停から徒歩10分 
★バス「北1条西12丁目」停から徒歩1分 

本シンポジウムは土木学会および農業農村工学会※

の認定CPDプログラムです。 

写真の使用確認済み12/7 

プログラム 

藤田 健慈氏 名寄商工会議所 会頭 

石田 東生氏 ア ド バ イ ザ ー 

五十嵐 智嘉子氏 （一社）北海道総合研究調査会 理事長 

＜後援＞北洋銀行、北海道銀行、北海道経済同友会、北海道経済連合会、（一社）北海道商工会議所連合会、北海道商工会連合会、（一社）北海道中小企業家同友会、 
    （一社）シーニックバイウェイ支援センター、NPO法人わが村は美しく－北海道ネットワーク、北海道市長会、北海道町村会、北海道、 
    農林水産省北海道農政事務所、経済産業省北海道経済産業局、国土交通省北海道運輸局  

日本大学交通システム工学科 特任教授 
国土審議会 委員 

株式会社セコマ 代表取締役社長 

（五十音順で掲載） 

日本大学交通システム工学科 特任教授 
国土審議会 委員 

○ 

○ 

○ 

シンポジウム 

※認定許可申請中 

別添１ 



[参加申込方法] 2 Ｅ-Mailでお申込みの場合 
 必要事項をメール本文に入力の上、 
 下記アドレスへ送信してください 
     Ｅ-Mail：hkd-ky-kukansympo@mlit.go.jp 

[お問合せ先] 国土交通省北海道開発局開発監理部開発調査課 小林（靖）、出口（011-709-2311（代表）内5541、5440） 

「守れ！北海道の『生産空間』シンポジウム」参加申込書 

■会社名及び部署名 

■参加者 (全員の役職・氏名をご記入願います) 

所属・役職 氏名 農業農村工学会CPD登録番号 ※ 

■ご連絡先 ご担当者氏名 

電話番号 E-mail 

Profile／プロフィール 

○ご記入いただいた個人情報は、本シンポジウムの開催に伴う事務手続きに限り使用いたします。 

○このシンポジウムは（公社）土木学会及び（公社）農業農村工学会継続教育（ＣＰＤ）プログラムに認定されています。 

 受講証明書の発行を希望される方は、本人確認を行いますので、顔写真入り身分証明書（運転免許証、監理技術者証等）をお持ち下さい。 

※（公社）農業農村工学会技術者継続教育機構の登録者（会員）の方は、主催者側で一括してＣＰＤ記録を申請しますので、個人のＣＰＤ登 
 録番号を忘れずに記載して下さい。（農業農村工学会以外の方は記載不要です。） 

株式会社セコマ 代表取締役社長 丸谷 智保 氏   

まる たに   とも やす 

池田町出身。慶應義塾大学法学部卒業後、株式会社北海道拓殖銀行での勤務を経て、シティバンク、エヌ・エイに入

行、顧客・人材開発本部長などを務める。2007年に株式会社セイコーマート（現株式会社セコマ）に入社、専務取

締役、取締役副社長を経て2009年より現職。2014年内閣府経済財政諮問会議政策コメンテーター就任。NACS 

International Board of Directors。 

日本大学交通システム工学科 特任教授、国土審議会 委員 
 

石田 東生 氏   

いし   だ  はる  お 

大阪府生まれ。工学博士。東京大学土木工学科卒業後、フィリピン大学客員教授、筑波大学社会工学域教授などを経

て2017年より現職。専門分野は交通政策・国土政策・都市計画。国土交通省社会資本整備審議会・国土審議会委員、

経済産業省産業構造審議会臨時委員、（一財）日本みち研究所理事長などを務める。著書に『都市の未来』（共著）

日本経済新聞社、『みち 創り・使い・暮らす』技報堂、『環境を考えたクルマ社会』（共著）技報堂などがある。 

一般社団法人北海道総合研究調査会 理事長 五十嵐 智嘉子 氏   

   い が ら し    ち か こ 

札幌市生まれ。北海道大学大学院経済学研究科後期博士課程単位取得退学後、一般社団法人北海道総合研究調査会に

研究員として入会。以降、常務理事、専務理事などを経て2012年より現職。国土審議会北海道開発分科会計画推進

部会委員。介護保険制度、高齢者ケアアセスメント、地域福祉の推進に関する調査・研究、地域の社会的企業支援事

業等に関する実践に携わり、近年は、生活困窮者自立支援制度や、人口減少社会に関する調査・研究等に取り組む。

これまでに内閣官房まち・ひと・しごと創生本部参事官を務める。 

帯広信用金庫 常務執行役員 地域経済振興部長 秋元 和夫 氏   

あき もと  かず  お 

埼玉県生まれ。慶應義塾大学経済学部卒業後、日本銀行に入行。帯広事務所長、調査統計局地域経済担当企画役など

を経て2009年に退職。同年、帯広信用金庫に入庫、新設の地域経済振興部長に就任。幅広いネットワークや経験等

をもとに、産学官・農商工と金融の連携、地域間の連携などを進めながら、十勝の豊かな地域資源を活かした経済振

興に注力。これまでに帯広市中心市街地活性化協議会会長などを務める。 

しりべし女子会 会長 池本 美紀 氏   

いけ もと  み き 

神恵内村生まれ。岩内高等学校商業科卒業後、北海道銀行岩内支店勤務を経て結婚を機に退社。夫とともに「民宿き

のえ荘」を神恵内村に開業。２人の子供を育てながら女将として民宿を切り盛りする傍ら、神恵内村魅力創造研究会

で村の活性化に取り組みつつ、「後志の潤滑油になりたい」との思いで「しりべし女子会」を設立。後志地域の魅力

を発信するなど、そのネットワークを生かした活動を展開。 

名寄商工会議所 会頭 藤田 健慈 氏   

ふじ  た   けん  じ 

名寄市生まれ。神奈川大学工学部卒業後、東京でのガス会社勤務を経て、藤田産業株式会社（名寄市）に入社。

2002年に同社社長、2013年に名寄商工会議所会頭に就任。地域経済の発展に尽力するとともに、地域の生活や生産

活動を支える物流の維持に地域を挙げて取り組むべく「名寄地域連携物流システム検討協議会」を設立。共同輸送等

の物流効率化に取り組むとともに、名寄市の道北北部における物流拠点化を目指す。 

１ ＦＡＸで申込みの場合 
 参加申込書に必要事項を記載の上、 
 下記番号へ送信してください 
      ＦＡＸ：011-736-5859 



 

国土交通省北海道開発局開発監理部開発調査課 宛て（FAX 011-736-5859） 

（E-Mail：hkd-ky-kukansympo@mlit.go.jp） 

 

申込書（取材希望者用） 
 

「守れ！北海道の『生産空間』」シンポジウムの取材をご希望される場合は、本様式により、

上記宛先までFAXまたはE-Mailにてお申し込み願います。 

お申込期限は、２月２７日（水）１７：００です。 

 

■会社名及び部署名 

 

■取材者 役職・氏名（全員の役職・氏名を記載願います） 

 

①（代表者）                              

 

 ②                                   

 

 ③                                   

 

 ④                                   

 

 ⑤                                   

■テレビカメラ持ち込みの有無（該当するものに○をつけてください） 

 

   有 ・ 無 

 

■取材するプログラム（該当する部分に○をお願いします） 

 

・全プログラム 

 

 ・特別講演   ・基調講演   ・取組報告   ・パネルディスカッション 

 

 ■連絡先（代表者の連絡先） 

 

 

■その他 

 

 

※ご記入いただいた個人情報については、シンポジウムに関する連絡以外では使用しません。 

別添２ 
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1. 北海道総合開発計画の推進

札幌市札幌市

函館市函館市江差町江差町

倶知安町倶知安町

岩見沢市岩見沢市

旭川市旭川市留萌市留萌市

稚内市稚内市

網走市網走市

室蘭市室蘭市
浦河町浦河町

帯広市帯広市

釧路市釧路市

根室市根室市

北海道の広さ

計画のポイント

【北海道の強み】

・北海道の人口減少は全国よりも10年先に進展
・本州等とは距離感の異なる広域分散型社会

【北海道の課題】

農林水産業、観光等を担う「生産空間」を支え
「世界の北海道」を目指す

【これからの北海道の戦略】
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高齢化率ピーク時比
人口

年度（西暦）

北海道
人口

全国
人口

570万人(H9) 12,808万人(H20)

10年

10年

北海道
高齢化率

全国
高齢化率

～人口減少時代にあっても、
①北海道には世界と競争し得るポテンシャル
②アジアなど世界の市場が拡大傾向

「食」・「観光」が戦略的産業

重点的に取り組む事項

❶ 「観光先進国」実現をリードする世界水準の観光地の形成 ❷ 食料供給基地としての持続的発展

❸ 食と観光を担う「生産空間」を支える取組

北海道型地域構造の保持・形成 地域づくり人材の発掘・育成 強靱で持続可能な国土づくり

○ ８期目となる北海道総合開発計画(平成28年３月閣議決定)では、北海道の強みである「食」と「観光」を戦略的
産業として位置付け、食と観光を担う「生産空間」を支え、「世界の北海道」を目指すのが計画のポイント。

○社会や時代の要請を踏まえながら、「世界水準の観光地の形成」「食料供給基地としての持続的発展」等に重点的に
取り組む。

29
0

50

100

150

200

250

300

15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

・北海道は我が国の食料供給基地 ・食の輸出、外国人観光客も急増

出典：北海道「北海道観光入込客数報告書」
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道産食品輸出額：９年で約３倍に

出典：北海道調べ

来道外国人旅行者数：14年で約10倍に

279万人

約 倍3 約 倍10
674億円

（暦年） （年度）

参考資料
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2. 北海道の強みと個性 ～強みを支える「生産空間」～

○我が国の課題解決に対する北海道の貢献は、「食」・「観光」・「エネルギー」等、多岐にわたる。
○特に、主として農業・漁業の生産は地方部で行われ、食料供給に大きく貢献。
○また、観光資源・地域資源は地方部にも広く分布し、観光サービスの生産空間としての側面もあり、雇用の創出も期待｡

漁業就業者１人あたり
漁業生産額（千万円/人）

0 （102）
0 - 0.5未満 （20）
0.5 - 1.0未満 （35）
1.0 – 1.5未満 （10）
1.5 - （12）

人口分布

出典：「観光資源台帳」（(財)日本交通公社が
事務局として設置した「観光資源評価委
員会」が検討・選定し作成）を基に作成

農業就業者１人あたり
農業産出額（千万円/人）

0 - 0.5未満 （44）
0.5 - 1.0未満 （68）
1.0 - 1.5未満 （30）
1.5 - 2.0未満 （21）
2.0 - （16）

出典：農林水産省「H28市町村別農業産出額(推計)」
総務省「H27国勢調査 産業別人口」

出典：北海道水産林務部「H29北海道水産現勢」
総務省「H27国勢調査 産業別人口」

出典：総務省「H27国勢調査」

＃観光資源（史跡、社寺、城跡、城郭、庭園、
公園、歴史景観、地域景観、年中行事、歴史
的建築物、現代建造物、博物館・美術館）

＃地域資源（山岳、高原、原野、湿原、湖沼、
渓谷、滝、河川、海岸、岬、島、岩石、洞窟、
動物、植物、自然現象）

#
#

地域資源・観光施設の分布農業就業者１人あたり農業産出額

漁業就業者1人あたり漁業生産額
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人口減少・高齢化の急速な進行

※１ 出典：総務省「H22国勢調査」、国土交通省「国土数値情報（土地利用3次メッシュ）第2.3版」、「国土数値情報（将来推計人口メッシュ（国政局推計））」を基に作成。
※２ 出典：竹内慎一（北海道立総合研究機構北方建築総合研究所）「北海道の集落の実態分析による地域防災力に関わる評価指標の検討」地域安全学会論文集(14),pp37-46,2011-03
※３ 写真：NTT空間情報（株）

北海道の農村(上士幌町) ※３

他府県の例(富山県砺波市）※３2010年の人口分布※１

2050年の人口分布※１

散居形態
集落の74％が散居型※２半数が無人化の危機

このような状況下では、生活施設まで遠く、公共交通の
運営が困難など、人口定着には不利な環境

このままでは将来

北海道の「強み」を提供できなくなる可能性

今、まさに「生産空間」の維持・発展が急務

3. 北海道の強みと個性 ～生産空間の現状と課題～

○今後、人口減少・高齢化の急速な進行により、北海道最大の強みである第1次産業や観光の「生産空間」の維持が
困難になるおそれ。

○地方部の集落の「住まい方」は散在・散居形態が主であり、都府県と大きく異なり、また、地方部は日本の国土の1/5を
占める面積に広く分散しており、都市間距離が大きい。
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※生産空間：主として農業・漁業に係わる生産の場(特に市街地ではない領域)を
中心とし、観光等の多面的･公益的機能を含む

そのためには、「定住環境の確保」が必須

頼り頼られる３つの層の
「重層的な機能分担」と「ネットワークによる連携」

（北海道版コンパクト＋ネットワーク）
で課題に対応

所得・雇用の確保

生活機能・
集落機能の確保

地域の魅力向上

安全・安心な
社会基盤の形成

下記の観点についての取組を有機的・総合的に実施。

北海道の「強み」を支える「生産空間※」として、
10年後も、2050年もその役割を果たし続けるとともに、

それを支える人々が住み続けることが必要

○「生産空間の維持」に視点を置いた分析を行うため、
「地方部の市町村」をさらに①生産空間と②市街地に分類。

○これに③圏域中心都市を加え
①地方部市町村の生産空間→ ②地方部市町村の市街地 → ③中心都市

という流れで各階層及び階層間に求める機能を考え、地域構造を分析。
○｢①生産空間＋ ②市街地 ＋③中心都市」の３層を、北海道の地域構造
を検討する際の「基礎圏域」と設定

北海道型地域構造～頼り頼られる3つの層～

4. 北海道型地域構造

○北海道の「生産空間」は、主として農業・漁業に係わる場として、食料供給に大きく貢献し、観光その他多面的・公益
的機能を提供。これからもその役割を果たし続けるとともに、それを支える人々が住み続けることが必要。

○このため、都市機能・生活機能が日常生活に支障のない水準で提供される「基礎圏域」を形成し、「生産空間」での暮
らしを広域的に支えつつ、人々の活発な対流を促進。



5. 生産空間を支える取組イメージ
○生産空間は、主として農業・漁業に係る生産の場として、我が国の食料供給に大きく貢献し、観光その他の多面的・公益的機能を提供
○今後もその役割を果たし続けるためには、都市機能・生活機能が日常生活に支障のない水準で提供される基礎圏域を形成し、生産
空間での暮らしを広域的に支えつつ、人々の活発な対流を促進するなど、生産空間に住み続けられる環境づくりが必要

施策例現状と課題

・人口減少・高齢化の進行
・生産空間の無人化
・農家戸数の減少
・新技術・経営形態の革新などの
必要性
・水産資源の維持・確保の必要性
・付加価値向上の必要性
・生産性向上の必要性

・医療・教育等の生活機能のある
都市へのアクセス距離が課題
・生産空間の集落機能が低下
・高齢者や要介護者に対応した環
境づくり

・市街地への集住は生産空間の多
面的な機能を減じる懸念
・生産空間での定住・交流が必要
・子育て世代に対応した環境づくり

・気候変動により自然災害が頻発
、激甚化
・生産空間の被災により食料供給
基地の役割の消失の懸念
・インフラの老朽化

ＩＣＴやロボット技術を活用
したスマート農業

農地の大区画化、汎用化

衛生管理の取組推進、養殖・
栽培漁業の普及

集落コミュニティの維持・連携

持続可能な人流・物流システム
の構築

移動販売、買物代行等の交通
弱者の支援対策

交通ネットワーク・情報通信
環境の整備

地域資源を活用した交流拡大

住民ニーズに対応した移動
手段の維持・確保

移住、二地域居住等の促進

地域住民と行政の連携・協働
によるインフラ維持・管理

水害・土砂災害、地震・津波
への対応

行政、住民、民間事業者等の
連携体制の構築

所得・雇用の確保

地域の魅力向上

国土強靱化に資するインフラ
老朽化対策の推進

高度な衛生管理体制の構築イノベーションによる農林水産業の振興

ＧＰＳを利用した農業の導入 屋根付き岸壁の整備

地域活動団体の取組 地域資源の活用

ビューポイントパーキング 砂防えん堤の整備によ
り出現した「青い池」

稚内港北防波堤ドームで
のスノーキャンドルイベント

治水対策の進捗により、
高収益作物栽培のためのビニールハウスの立地が進展

具体的な取組（例：社会資本を活用したもの）

インフラメンテナンス国民会議の取組生産空間を支える社会基盤整備安全・安心な社会
基盤の形成

生活機能・集落機能
の確保

交通ネットワークの整備

高規格幹線道路の延伸
道路管理ステーションを活用した
ドクターヘリのランデブーポイント

救急搬送支援持続可能な人流・物流システム構築

「ひと・もの」協働輸送プロジェクト
による貨客混載の例（北海道運輸局）
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名寄周辺

十勝南

釧路

6. 生産空間におけるモデル地域の取組

○ 稲作・畑作のほか、酪農や林業等、多彩な
一次産業が見られる。
○ 圏域内各層間で一定の依存が見られるほか、
医療面での圏域とは別の圏域への購買依存
があるなど、行動が多様。

○ 主に畑作や酪農などで大規模経営がなされ
ている。
○ 圏域中心都市に都市機能・生活機能が集
積しており医療面、購買面とも圏域中心都市
への依存度が高い。

○ 「生産空間」（漁港）と市街地が隣接してお
り、圏域内に点在している。
○ 圏域中心都市に都市機能・生活機能が集
積しており医療面、購買面とも圏域中心都市
への依存度が高い。

名 寄 周 辺

産業構造： 畑作・酪農 （大規模経営）

地理的特性： 内陸 （集中型）
産業構造： 酪農・水産業
地理的特性： 沿岸 （集中型）

産業構造： 稲作その他
地理的特性： 内陸 （分散型）

十 勝 南 釧 路

（港湾・漁港機能を有する）

【
地
域
構
造
の
イ
メ
ー
ジ
】

【
圏
域
の
特
色
】

名寄周辺 ： 第１回 H29.11.6 第２回 H30.3.22（施策パッケージとりまとめ）
十 勝 南 ： 第１回 H29.11.22 第２回 H30.10.9（施策パッケージとりまとめ）
釧 路 ： 第１回 H30.2.7

○「生産空間」における定住環境の確保の観点から、産業構造や地理的側面といったバランスを
考慮して３つのモデル地域（名寄周辺、十勝南、釧路）を設定。

○それぞれの圏域において、学識者や民間事業関係者、自治体・行政機関による「圏域検討会」
を設置。地域の現状や課題・ニーズを共有し、必要な取り組み等について幅広く議論を実施。
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